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港区平和都市宣言 

 

 かけがえのない美しい地球を守り、世界の恒久平和 

を願う人びとの心は一つであり、いつまでも変わるこ 

とはありません。 

 私たちも真の平和を望みながら、文化や伝統を守り、 

生きがいに満ちたまちづくりに努めています。 

 このふれあいのある郷土、美しい大地をこれから生 

まれ育つこどもたちに伝えることは私たちの務めです。 

 私たちは、我が国が『非核三原則』を堅持すること 

を求めるとともに、ここに広く核兵器の廃絶を訴え、 

心から平和の願いをこめて港区が平和都市であること 

を宣言します。 

 

  昭和６０年８月１５日 

港  区     
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第 
 
 

１ 計画策定の背景と目的 
 

港区の人口動態と障害者数の変化 

港区は年々人口が増加しており、それに伴い、障害者数も増加しています。

平成 22（2010）年度末から令和元（2019）年度末の 10 年間で、身体障害者

手帳の所持者は 4,782 人から 5,110 人、愛の手帳の所持者は 610 人から 871

人、精神障害者保健福祉手帳の所持者は 724 人から 1,671 人へとそれぞれ増

加しました。また、平成 25（2013）年度から、難病等の患者も障害福祉サー

ビスを利用することができるようになりました。障害者総合支援法の対象疾

病数は令和元（2019）年７月１日時点で 361疾病です。 

 

障害者施策の動向 

国は、「障害者基本法」に基づき、平成 30（2018）年度から令和４

（2022）年度までの５か年にわたる障害者基本計画（第４次）の取組を着実

に進めています。また、令和２（2020）年５月に地方自治体が作成する計画

の基本的な方針を定めるため、「障害福祉サービス等及び障害児通所支援等

の円滑な実施を確保するための基本的な指針」の見直しが行われ、告示され

ました。 

東京都は、「『未来の東京』戦略ビジョン」（令和元（2019）年 12 月）

の実行プランとして策定した「『３つのシティ』の実現に向けた政策の強化」

の中で、ダイバーシティ・共生社会戦略として、障害者を含む多様な人が支

え合う社会の実現を掲げています。東京都障害者施策推進協議会において、

令和３（2021）年度に向けた障害福祉改革に係る基本指針の見直し（案）を

審議し、東京都障害者計画・第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画の

策定に向けた検討を行っています。 

区は、障害者が自分らしくいきいきと暮らすことができる地域共生社会の

実現をめざし、令和元（2019）年 10 月に「港区手話言語の理解の促進及び

障害者の多様な意思疎通手段の利用の促進に関する条例」を制定しました。 

第 1 章 計画の位置付け 
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計画の目的と位置付け 

人口動態や関連施策の動向に加え、これまでの成果、現状と課題、新型コ

ロナウイルス感染症の影響等を考慮した上で、地域保健施策を包括的に推進

するため、「港区地域保健福祉計画」として一体的に策定した「障害者計画」

や上位計画である「港区基本計画（令和３（2021）年度～令和８（2026）年

度）」との整合性を図りつつ、第６期港区障害福祉計画及び第２期港区障害

児福祉計画（以下、本計画という）を別冊として策定します。 

本計画では、令和３（2021）年度からの３か年の計画期間中の「障害者総

合支援法」及び「児童福祉法」に基づくサービスの成果目標とその達成のた

めの方策をまとめています。 

 

 主な障害者施策の変遷 
和暦 西暦 内容 

昭和 50年 1975年 国連障害者の権利に関する宣言 採択 

昭和 56年 1981年 国際障害者年 

昭和 57年 1982年 障害者対策に関する長期計画 閣議決定 

昭和 58年 1983年 国連障害者の十年（1983～1992年） 

平成５年 1993年 障害者対策に関する新長期計画 閣議決定 

障害者基本法 施行 

平成７年 1995年 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 施行 

平成 14年 2002年 障害者基本計画 閣議決定 

平成 17年 2005年 発達障害者支援法 施行 

平成 18年 2006年 障害者自立支援法 施行 

平成 24年 2012年 障害者虐待防止法 施行 

平成 25年 2013年 障害者基本計画（第３次） 閣議決定 

平成 26年 2014年 障害者権利条約 批准 

平成 27年 2015年 難病法 施行 

平成 28年 2016年 障害者差別解消法 施行 

成年後見制度利用促進法 施行 

平成 30年 2018年 障害者基本計画（第４次） 閣議決定 

障害者文化芸術活動推進法 施行 

ユニバーサル社会実現推進法 施行 

令和元年 2019年 読書バリアフリー法 施行 

港区手話言語の理解の促進及び障害者の多様な意思疎通手段

の利用の促進に関する条例 制定 

令和２年 2020年 電話リレーサービス法 成立 
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２ 計画の対象とする期間 
 

「第６期港区障害福祉計画」及び「第２期港区障害児福祉計画」の計画期

間は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３か年とし、各年

度におけるサービスの成果目標や見込量を掲げます。サービスの成果目標や

見込量は、第５期港区障害福祉計画の計画に係る目標の達成状況及び事業実

績を踏まえ、これまでの目標値を見直した上で設定します。 

 

３ 計画の策定経過 
 

港区障害者地域自立支援協議会での検討 

公募により選出された障害当事者を含む区民、障害福祉に関する事業の従

事者、学識経験者等により構成される「港区障害者地域自立支援協議会」に

おいて、計画の策定について検討しました。 

 

 港区障害者地域自立支援協議会の開催概要 
回 開催日 主な議題 

第１回 

令和２年６月 30日 

【書面会議】 

港区保健福祉基礎調査結果について 

令和元年度「港区地域保健福祉計画（障害者施策の推

進）」計上事業の進捗状況について 

次期港区地域保健福祉計画等（障害者施策の推進）に

ついて 

第２回 
令和２年８月 20日 

【書面会議】 

次期港区障害者計画・第６期港区障害福祉計画・第２

期障害児福祉計画策定について 

第３回 
令和２年 10月７日 

【書面会議】 

次期港区障害者計画・第６期港区障害福祉計画・第２

期障害児福祉計画（素案）について 

第４回 
令和３年１月下旬 次期港区障害者計画・第６期港区障害福祉計画・第２

期障害児福祉計画（案）について 

 

アンケート調査の実施 

区民の意見を反映させるため、令和元（2019）年度に「港区保健福祉基礎

調査」を実施しました。 

 

区民説明会の実施 

令和２（2020）年 12月 14日（月）～19日（土）に実施しました。 
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そのほか、広報みなとや区ホームページで区民意見等を募集し、そこでい

ただいた意見を反映した上で、本計画を策定しました。 

 

４ 計画の推進・評価体制 
  

本計画は、ＰＤＣＡサイクルに沿って、定期的に目標の達成状況を点検・

評価し、継続的に改善を図りながら推進します。 

本計画の障害者施策を総合的かつ効果的に推進するため、関係機関と連携

するとともに、必要に応じて当事者及び関係者の意見等が反映できる機会を

設定します。 

本計画の進捗を適切に管理するため、港区障害者地域自立支援協議会にお

いて進捗状況を報告します。また、必要に応じて事業の見直し等について協

議します。港区障害者地域自立支援協議会が公開で開催されることにあわせ、

本計画の進捗状況及び目標の達成状況についても適宜公開します。 
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１ 障害者数の推移 

 

身体障害者手帳所持者 

平成 22（2010）年度末に 4,782人だった身体障害者手帳の所持者数は、令

和元（2019）年度末に 5,110 人へ増加しました。障害種類別の内訳をみると、

内部障害と聴覚・平衡機能障害が増加したことがわかります。 

 

障害程度別 身体障害者手帳所持者数の推移 

 
      各年度末現在  

  

1,655 1,441 
1,723 

1,456 1,471 
1,795 

1,511 
1,807 

1,512 1,508 

785 
822 

799 
827 815 

773 
825 

754 
837 830 

835 1,078 
900 1,155 1,100 

887 
1,036 

854 
1,026 1,001 

1,070 1,154 1,145 1,234 1,240 1,160 1,223 1,162 1,226 1,226 

243 
247 253 241 262 260 282 278 281 300 194 
199 220 251 258 241 266 241 243 245 4,782 
4,941 5,040 

5,164 5,146 5,116 5,143 5,096 5,125 5,110 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年

1級 2級 3級 4級 5級 6級

（人）

第２章 港区の障害者の現状 
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障害種類別 身体障害者手帳所持者数の推移 

 
各年度末現在 

 

障害程度別 身体障害者手帳所持者数 
区分 

（単位：人） 
18歳未満 18～39歳 40～59歳 60～64歳 65歳以上 総数 

１級 38 112 282 91 985 1,508 

２級 38 108 200 47 437 830 

３級 23 87 201 55 635 1,001 

４級 10 48 202 70 896 1,226 

５級 3 20 79 22 176 300 

６級 12 27 46 13 147 245 

総数 124 402 1,010 298 3,276 5,110 

令和２年３月末現在 

 

障害種類別・年齢別 身体障害者手帳所持者数 
区分 

（単位：人） 

18歳 

未満 

18～39

歳 

40～59

歳 

60～64

歳 

65 歳 

以上 
総数 

視覚障害 5 39 69 11 212 336 

聴覚・平衡機能障害 23 44 53 20 249 389 

音声・言語等機能障害 2 3 16 6 36 63 

肢体不自由 65 189 491 144 1,567 2,456 

心臓機能障害 12 52 103 40 658 865 

腎臓機能障害 2 16 121 43 281 463 

呼吸器機能障害 8 2 4 5 59 78 

膀胱・直腸等機能障害 7 11 27 18 194 257 

免疫機能障害 0 41 124 7 12 184 

肝臓機能障害 0 5 2 4 8 19 

総数 124 402 1,010 298 3,276 5,110 

令和２年３月末現在 

 

319 309 317 321 326 340 347 343 326 336 
335 343 363 382 386 379 373 377 384 389 61 65 61 65 62 64 64 57 61 63 

2,593 2,650 2,683 2,723 2,691 2,643 2,621 2,542 2,529 2,456 

1,474 1,574 1,616 1,673 1,681 1,690 1,738 1,777 1,825 1,866 

4,782 4,941 5,040 5,164 5,146 5,116 5,143 5,096 5,125 5,110 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年

視覚障害 聴覚・平衡機能障害 音声・言語等機能障害 肢体不自由 内部障害

（人）
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愛の手帳所持者 

平成 22（2010）年度末に 610 人だった愛の手帳の所持者数は、令和元

（2019）年度末に 871 人へ増加し、10 年間で 1.4 倍になりました。障害程度

別の内訳をみると、２度以下が増加しており、さらに年齢別にみると、18 歳

未満の４度の手帳所持者数が最も多く、増加率も高くなっていることがわか

ります。 

 

障害程度別 愛の手帳所持者数の推移 

 
各年度末現在 

 

障害程度別・年齢別 愛の手帳所持者数 
区分 

（単位：人） 
18歳未満 18～39歳 40～59歳 60～64歳 65歳以上 総数 

１度 8 15 10 2 6 41 

２度 77 105 69 7 13 271 

３度 62 67 58 11 20 218 

４度 137 114 59 10 21 341 

総数 284 301 196 30 60 871 

令和２年３月末現在 

 
  

28 32 36 37 40 43 45 44 43 41 

197 200 205 217 225 228 245 252 270 271 

168 172 171 184 196 214 213 214 215 218 
217 220 243 257 275 289 300 310 323 341 610 624 655 

695 
736 

774 803 820 851 871 

0

200

400

600

800

1000

平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年

1度 2度 3度 4度

（人）
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精神障害者保健福祉手帳所持者 

平成 22（2010）年度末に 724人だった精神障害者保健福祉手帳の所持者数

は、令和元（2019）年度末に 1,671人へ増加し、10年間で 2.3倍になりまし

た。障害程度別の内訳をみると、２級以下が増加しており、さらに年齢別に

みると、40～59歳の２級の手帳所持者数が最も多いことがわかります。 

 

障害程度別 精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

 
各年度末現在 

 

障害程度別・年齢別 精神障害者保健福祉手帳所持者数 
区分 

（単位：人） 
18歳未満 18～39歳 40～59歳 60～64歳 65歳以上 総数 

１級 6 13 28 10 47 104 

２級 6 184 408 91 122 811 

３級 19 250 395 32 60 756 

総数 31 447 831 133 229 1,671 

令和２年３月末現在 
 

  

60 77 77 79 78 79 89 95 106 104 

359 
459 467 509 539 553 624 682 745 811 

305 

381 471 
534 

595 661 
659 

676 
741 

756 

724 

917 
1,015 

1,122 
1,212 

1,293 
1,372 

1,453 
1,592 

1,671 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年

1級 2級 3級

（人）
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自立支援医療受給者証所持者 

平成 22（2010）年度末に 1,468 人だった自立支援医療受給者証（精神通

院）の所持者数は、令和元（2019）年度末に 2,399 人へ増加し、10 年間で

1.6倍になりました。 

 

自立支援医療受給者証所持者数の推移 

各年度末現在 

 

難病等医療費助成認定者 

平成 25（2013）年度に 130疾病だった障害者総合支援法の対象疾病数は、

令和元（2019）年 7月現在 361 疾病へ増加しました。一方で、平成 22（2010）

年度末に 1,563人だった難病等医療費助成認定者数は、10年間で増減してい

るものの、ほぼ横ばいで、令和元（2019）年度末は 1,538人でした。 

 

難病医療費等助成認定者数の推移 

 
各年度末現在  

1,468 1,510 1,587 
1,734 1,800 

1,934 
2,077 

2,245 
2,415 2,399 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年

（人）

1,563 
1,710 1,748 1,696 

1,532 1,476 1,455 1,445 1,481 1,538 

0

500

1,000

1,500

2,000

平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年

（人）
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２ 障害福祉サービスの利用状況 
 

在宅系サービス 

平成 22（2010）年度の延べ利用状況は、居宅介護等が 20.1 万時間、移動

支援が 5.9 万時間、短期入所が 2,772 人日でしたが、令和元（2019）年度は

居宅介護等が 24.5万時間、移動支援が 6.3万時間、短期入所が 5,710人日へ

増加しました。 

 

居宅介護・重度訪問介護・同行援護・行動援護・重度障害者等包括支援 

延べ利用時間の推移 

 
各年度末現在 

 
  

201,112 
216,056 

195,962 

232,360 

260,611 
251,747 

240,247 238,663 
229,425 

244,745 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年

（時間）
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Uni-Voice 

移動支援 延べ利用時間の推移 

 
各年度末現在 

 

短期入所 延べ利用状況の推移 

 
各年度末現在 

 
  

59,376 58,914 
55,923 

57,638 57,711 59,049 
60,934 60,339 60,659 

62,587 

0

10,000

20,000
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60,000

70,000

平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年

（時間）

2,375 
2,880 2,654 

3,469 
2,852 

3,421 
3,797 3,514 

4,113 

5,284 397 

596 793 

721 

577 

640 

733 
573 

500 

426 

2,772 

3,476 3,447 

4,190 

3,429 

4,061 

4,530 

4,087 

4,613 

5,710 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年平成30年令和元年

障害児（内数）

（人日）
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Uni-Voice 

日中活動系サービス 

生活介護の利用者数は増加傾向にあります。平成 24（2012）年度障害福

祉サービス等報酬改定に伴い、法外施設が法内施設へ転換したこと等により、

平成 24（2012）年度以降、大きく増加しました。また、児童発達支援、放課

後等デイサービスの利用者数についても平成 24（2012）年度からの８年間で

大きく増加しました。 

 

日中活動系サービス 利用者数の推移 

 
各年度末現在 

 

障害児通所支援 利用者数の推移 

 
各年度末現在 

63 
79 

218 226 232 
244 

259 262 259 
275 

1 1 
19 18 19 19 20 20 21 22 

50 44 40 34 
24 23 22 24 

19 18 

3 6 8 11 10 2 7 9 11 
13 
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300

平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

生活介護 療養介護 自立訓練（機能訓練） 自立訓練（生活訓練）

（人）

41 
55 62 

88 

127 
141 

174 

209 

17 19 

69 

117 

195 

240 
262 

292 

0 1 8 11 14 17 11 2 0 1 
0

50

100
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200
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児童発達支援 放課後等デイサービス 保育所等訪問支援 居宅訪問型児童発達支援

（人）
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Uni-Voice 

居住系サービス 

平成 22（2010）年度からの 10 年間で、障害者の地域移行が促進され、知

的障害者、精神障害者のグループホーム利用者数が大きく増加しました。 

 

グループホーム 利用者数の推移 

 
各年度末現在 

 

平成 24（2012）年度の児童福祉法の一部改正に伴い、それまで障害児入

所施設を利用していた加齢児が障害者施設へ入所したことにより、施設入所

支援の利用者数が大きく増加しました。以降、毎年 120 人程度で推移してい

ます。 

 

施設入所支援 利用者数の推移 

 
各年度末現在  

1 2 2 1 3 1 3 5 6 7 
17 19 19 22 

60 60 
75 

85 84 
93 

8 
14 11 11 

25 25 

37 

50 51 
48 

26 
35 32 34 

88 86 

115 

140 141 
148 
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平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

身体障害者 知的障害者 精神障害者

（人）

54 

70 

127 128 124 123 126 124 121 120 
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（人）
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Uni-Voice 

就労の状況 

平成 22（2010）年度末に 209人だった就労支援事業の登録者数は、令和元

（2019）年度末に 392 人へ増加し、10 年間で 1.9 倍になりました。各事業の

利用者数をみると、平成 22（2010）年度からの 10年間で就労継続支援（B型）

の利用者数が大きく増加しました。就労支援事業による一般就労者数は、年

によりばらつきがあるものの、おおむね 15～30 人程度で推移しており、約

半数を精神障害者が占めていることがわかります。 

 

就労支援事業 登録者数の推移 

 
各年度末現在 

 
  

169 
209 

255 
279 

304 293 
318 

343 334 
362 40 

46 

24 
25 
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34 
28 28 

30 
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255 
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（人）
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Uni-Voice 

就労移行支援・就労継続支援事業 利用者数の推移 

 
各年度末現在 

 

 

就労支援事業による一般就労者数の推移 

 
各年度末現在 

 
  

36 
44 42 

48 
60 62 

73 
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9 12 
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36 31 26 
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2 3 
1 

6 

1 2 1 
5 

11 

20 

7 9 

4 

9 
5 

8 

3 

9 

9 

6 

5 
7 

11 

8 
10 

12 

11 

13 

1 

22 

29 

14 
16 

21 

17 
16 

22 

15 

27 

0

5

10

15

20

25

30
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（人）
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Uni-Voice 

特別支援学級・特別支援学校の状況 

令和２（2020）年９月１日時点で特別支援学級、特別支援学校に在籍して

いる児童・生徒数は 275 人でした。特別支援学校高等部の卒業予定者は増加

が見込まれており、令和５（2023）年度末は23人の卒業を想定しています。 

 

特別支援学級・特別支援学校の在籍者数 
（単位：

人） 

小学校 中学校 高校 
合計 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 １年 ２年 ３年 １年 ２年 ３年 

特

別

支

援

学

級 

赤羽小 0 2 1 2 5 1 ―  ―  ―  ―  ―  ―  11 

港南小 5 3 4 6 3 8 ―  ―  ―  ―  ―  ―  29 

本村小 2 2 4 1 7 3 ―  ―  ―  ―  ―  ―  19 

青山小 2 3 7 4 2 3 ―  ―  ―  ―  ―  ―  21 

港南中 ―  ―  ―  ―  ―  ―  6 2 9 ―  ―  ―  17 

六 本 木

中 
―  ―  ―  ―  ―  ―  3 1 3 ―  ―  ―  7 

赤坂中 ―  ―  ―  ―  ―  ―  3 5 3 ―  ―  ―  11 

青山中 ―  ―  ―  ―  ―  ―  0 3 3 ―  ―  ―  6 

特

別

支

援

学

校 

港 ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  ―  10 12 10 32 

青山 0 6 14 9 9 8 13 8 3 ―  ―  ―  70 

光明 1 1 1 3 1 0 1 2 1 0 1 3 15 

城南 4 0 0 1 1 1 1 4 1 1 0 0  14 

臨海 5 6 0 0 1 0 1 3 0 ―  ―  ―  16 

愛育養護学

校 
1 0 0 0 0 0 ―  ―  ―  ―  ―  ―  1 

そ の 他 

盲・ろう学

校等 

1  0 0 0 0 2 1 1  0  0 1 0 6 

合計 21 23 31 26 29 26 29 29 23 11 14 13 275 

令和２年９月１日現在 

 

特別支援学校高等部の卒業予定者数 

 
出典：保健福祉支援部資料 

13 13 13 

23 
25 
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（人）
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Uni-Voice 

３ 港区保健福祉基礎調査の結果 
 

区内の障害者の状況を把握するため、令和元（2019）年 10～12 月に「港

区保健福祉基礎調査」を実施しました。調査は郵送とインターネットにより

実施し、区内の身体障害者、知的障害者、精神障害者、障害児、難病患者等

へ配布し、身体障害者 2,853 名、知的障害者 491 名、精神障害者 1,212 名、

障害児 402名、難病患者等 883 名から回答を得ました。 

 

港区保健福祉基礎調査の調査対象 
調査対象 対象の内訳 抽出条件 

身体障害者 令和元（2019）年９月１日時点で、港区在住の身体障

害者手帳所持者のうち、18歳以上の方（65歳以上の

介護予防・日常生活支援総合事業対象者と判断された

方及び要支援・要介護認定を受けている方（以下「総

合事業対象者等」という。）、愛の手帳所持者及び精神

障害者保健福祉手帳所持者を除く。) 

調査対象者

全数 

知的障害者 令和元（2019）年９月１日時点で、港区在住の愛の手

帳所持者のうち、18歳以上の方（総合事業対象者等及

び精神保健福祉手帳所持者を除く。） 

調査対象者

全数 

精神障害者 令和元（2019）年９月１日時点で、港区在住の精神障

害者保健福祉手帳所持者のうち、18歳以上の方（総合

事業対象者等を除く。） 

調査対象者

全数 

障害児 令和元（2019）年９月１日時点で、港区在住の身体障

害者手帳所持者、愛の手帳所持者、精神障害者保健福

祉手帳所持者又は難病患者等のうち、18歳未満の方 

調査対象者

全数 

難病患者等 令和元（2019）年９月１日時点で、港区在住の難病医

療費等助成受給者（総合事業対象者等、身体障害者手

帳所持者、愛の手帳所持者及び精神障害者保健福祉手

帳所持者を除く。）のうち、障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支

援法）の対象者で 18歳以上の方 

調査対象者

全数 

 

港区保健福祉基礎調査の回収状況 

調査対象 発送数 
有効回収数 

有効回収率 
郵送 インターネット 

身体障害者 2,853 1,224 170 48.9% 

知的障害者 491 236 9 49.9% 

精神障害者 1,212 372 87 37.9% 

障害児 402 143 37 44.8% 

難病患者等 883 394 97 55.6% 
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Uni-Voice 

地域生活に必要なこと 

必要なときに受けられる介助、安全な住まい、困ったときの相談先、経済

的な支援など、生活を送る上での安心感につながる回答が多く寄せられてい

ます。また、知的障害者、精神障害者、障害児の約半数が周囲の人の理解を

挙げています。 

 

地域生活に必要なこと 

 
出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

  

57.9

46.1

41.3

40.8

27.3

36.9

38.1

31.3

23.5

12.1

17.9

20.9

14.7

1.6

8.8

67.3

57.6

53.1

48.2

49.4

54.7

42.4

30.2

29.8

15.1

33.5

28.2

20.8

2.4

6.1

53.2

54.9

52.5

46.8

45.1

36.4

35.7

26.4

30.5

29.8

27.7

29.4

25.5

5.0

7…

74.0

58.0

54.1

59.7

64.1

51.9

39.8

44.8

48.1

71.3

39.2

36.5

35.4

1.1

2.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

必要なときに十分な介助が受けられること

安心して住めるところがあること

困ったときの相談支援体制が整っていること

介助に必要な経済面での支援が受けられること

周囲の人が理解してくれること

障害のある人に配慮された施設が整備されている

こと

健康管理や治療・リハビリを受けやすいこと

街の中での移動や活動が障害者にとって安全で快

適なこと

旅行や遊びのための外出が気兼ねなくできるよう

になること

自分に適した学校や就職が選択できること

運動やスポーツを楽しめる機会と場があること

文化・芸術を楽しめる機会と場があること

障害のない人との交流の機会が多くあること

その他

無回答

身体 (n=1,394) 知的 (n=245) 精神 (n=459) 障害児 (n=181)

（％）

ｎは有効回答数 
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Uni-Voice 

障害があることが原因で受けたことのある対応 

身体障害者は「特にない」が最も多いものの、知的障害者、精神障害者、

障害児の５～６人に１人程度は障害のことで嫌がらせを受けた経験があると

回答しています。 

 

障害があることが原因で受けたことのある対応 

 
出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査  

56.2

12.6

7.3

6.4

6.2

15.4

9.5

7.0

1.7

1.1

1.6

2.3

1.2

0.6

3.9

6.7

35.5

19.2

10.6

14.7

17.6

9.4

10.6

11.4

11.0

6.5

3.7

3.3

1.2

2.4

4.1

10.6

36.2

13.3

32.2

10.7

15.9

6.1

24.8

19.4

4.8

4.1

2.2

2.2

5.9

1.7

10.2

5.2

30.4

35.9

9.9

27.1

18.8

19.3

1.1

19.3

3.9

7.2

6.6

1.7

11.6

0.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

特にない

スポーツに接する機会が少ない

一人で自立して生活したいが、経済面などの支

援が不足している

文化・芸術に接する機会が少ない

職場、学校、地域の人に、障害のことで嫌がら

せを受けた

道路や建物が利用しにくい

希望する仕事につけなかった

職場での労働条件や給料が、周囲の人に比べて

悪い

希望した学校に入学できなかった

親族の冠婚葬祭への出席を断られた

公的施設で障害を理由に利用を断られた

民間の食堂やホテルなどで障害を理由に利用を

断られた

家族や施設の人から暴力による虐待を受けた

年金が本人のために使われなかったり、知らな

い間に預金が引き出されるなど、自分の財産…

その他

無回答

身体 (n=1,394) 知的 (n=245) 精神 (n=459) 障害児 (n=181)

（％）

ｎは有効回答数
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Uni-Voice 

もっと力を入れる必要があると思うこと 

経済的な支援、障害に対する理解を深めるための啓発、住宅・建物・交通

機関等のバリアフリー化など、地域で生活を送る際に基盤となるサービスや

事業の実施を求める回答が多く寄せられています。 

 

もっと力を入れる必要があると思うこと 

 
出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

 

48.7

28.6

38.8

20.3

25.6

26.7

18.4

15.3

13.0

2.9

13.2

47.8

43.7

33.5

31.4

27.8

26.9

28.6

20.8

11.4

6.1

15.1

59.7

35.7

30.3

32.7

20.9

20.7

20.7

28.3

11.5

6.8

13.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

生活の安定のための年金や手当の充実

障害のある人への理解を深めるための啓発・広報

活動

障害のある人に配慮した住宅や建物、交通機関の

整備

障害に応じた職業訓練の充実や雇用の確保

保健医療サービスやリハビリテーションの充実

ホームヘルプサービスなどの在宅サービスの充実

障害のある子どもの相談・支援体制や教育と、障

害のある人への生涯学習の充実

障害のある人が差別を受けた際の相談窓口や紛争

解決機能の充実

点字・手話、字幕放送などによる情報提供の充実

その他

わからない

身体 (n=1,394) 知的 (n=245) 精神 (n=459)

（％）

ｎは有効回答数
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Uni-Voice 

ＩＣＴの活用状況 

知的障害者は３人に１人がデジタル機器を利用していないものの、身体障

害者と精神障害者の半数程度はスマートフォンやコンピュータを利用してい

ます。適切だと思う行政情報の発信手段を平成 28（2016）年度の調査と比較

すると、身体障害者と精神障害者は電子メールや Twitter 等のＩＣＴ、知的

障害者は音声による読み上げと回答する人の割合が増加しています。 

 

日常的に利用しているデジタル機器 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57.2

44.5

34.8

8.8

19.0

1.5

4.3

29.0

11.4

20.0

36.3

8.6

4.5

9.4

66.7

44.9

24.0

8.7

17.0

2.0

2.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

スマートフォン

パソコン

携帯電話

使用（利用）していない

タブレット端末

その他

無回答

身体 (n=1,394) 知的 (n=245) 精神 (n=459)

（％）

ｎは有効回答数
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Uni-Voice 

適切だと思う行政情報の発信手段 

 
出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査  

48.3

59.8

40.8

33.1

56.1

66.9

11.2

6.4

8.6

5.7

3.5

4.1

0.2

5.2

13.5

2.2

8.3

6.9

16.7

15.1

11.8

12.6

31.8

21.6

33.9

32.2

28.0

16.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体H28 (n=1,392)

身体R1 (n=1,394)

知的H28 (n=174)

知的R1 (n=245)

精神H28 (n=346)

精神R1 (n=459)

電子メール、ツイッター等の情報通信技術を活用した手段

ファクシミリ

点字

音声による読上（Uni-voiceコードなど）

デイジー（ＤＡＩＳＹ）

その他

無回答 ｎは有効回答数
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Uni-Voice 

将来の暮らしの意向 

家族との在宅生活の継続を希望する人が障害種別を問わず最も多く、身体

障害者と障害児の半数以上、知的障害者と精神障害者の３人に１人を占めて

います。次いで、一人暮らし、区内施設への入所など、将来的にも現在の住

居の近隣での生活を希望している人が多い傾向です。 

 

将来の暮らしの意向 

 
出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

  

53.6

18.1

6.4

3.9

1.6

0.4

1.7

1.7

7.7

5.0

36.3

6.9

27.3

5.7

8.2

1.6

1.2

2.0

7.3

3.3

34.6

22.4

5.0

15.5

2.0

0.4

0.4

4.4

12.0

3.3

56.4

14.9

11.0

7.7

6.6

1.1

1.1

8.3

1.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

自宅で（現在の）家族と暮らしたい

一人で自立して暮らしたい

港区内の施設で暮らしたい

結婚して家庭をつくって暮らしたい

世話人に日常生活上の援助などを受けながら、

仲間と地域で暮らしたい

港区以外の施設で暮らしたい

医療施設内または医療施設隣接地で暮らしたい

その他

わからない

無回答

身体 (n=1,394) 知的 (n=245) 精神 (n=459) 障害児 (n=181)

（％）

ｎは有効回答数
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Uni-Voice 

悩みや問題を解決するために必要なこと 

専門的なアドバイス、わかりやすい情報、総合的な相談窓口など、専門職

による包括的な相談窓口を求める回答が多く寄せられています。 

 

悩みや問題を解決するために必要なこと 

 
出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

  

31.9

21.2

21.5

12.1

20.5

16.6

7.0

2.7

31.2

7.2

44.9

29.4

29.8

26.5

24.5

13.9

11.8

4.5

17.6

6.9

44.4

34.6

28.3

28.1

30.9

22.7

20.7

10.0

14.8

4.4

69.1

37.6

34.8

34.8

21.5

14.9

10.5

8.8

7.7

1.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

専門的知識を持ち、的確なアドバイスができる

人材

わかりやすい情報提供

総合的な情報を持つ相談窓口

相談から具体的解決の行動までのしくみ

身近な場所で気軽に相談できる窓口

電話で気軽に相談できる窓口

現在ある相談窓口の充実

その他

特にない

無回答

身体 (n=1,394) 知的 (n=245) 精神 (n=459) 障害児 (n=181)

（％）

ｎは有効回答数
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Uni-Voice 

医療的ケアを必要とする人の状況 

身体障害者、知的障害者、障害児の５～６人に１人程度は医療的ケアを受

ける必要があります。また、医療的ケアを必要とする人を対象とした調査で

は、医療的ケアの実施者として、知的障害者は約半数、障害児は７割以上が

家族を挙げています。 

 

医療的ケアの必要性 

 
出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

 

医療的ケアの実施者（医療的ケアを必要とする人） 

 
出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

 

26.7

20.8

14.4

20.7

19.2

12.5

17.5

14.9

69.3

74.5

78.8

77.6

75.9

87.5

81.9

84.5

4.0

4.7

6.9

1.7

4.9

0.6

0.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体H28 (n=1,392)

身体 (n=1,394)

知的H25 (n=160)

知的H28 (n=174)

知的 (n=245)

障害児H25 (n=88)

障害児H28 (n=160)

障害児 (n=181)

必要がある 必要はない 無回答

22.0

54.3

42.7

15.1

2.4

5.6

6.7

47.8

30.4

47.8

21.7

13.0

8.7

72.7

36.4

9.1

45.5

27.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

家族（配偶者、母親、父親、その他の家族・親

戚）

自分自身

医師

看護師

ヘルパー

その他

無回答

身体 (n=372) 知的 (n=23) 障害児 (n=11)

（％

）

ｎは有効回答数
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Uni-Voice 

障害児福祉サービスの利用意向 

児童発達支援は約半数、放課後等デイサービスは約７割が利用したいと回

答している一方、児童発達支援は３人に１人、放課後等デイサービスは５人

に１人がわからないと回答しています。 

 

障害児福祉サービスの利用意向（障害児） 

 
出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

 
  

68.0

49.2

9.9

8.3

19.3

37.6

2.8

5.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

放課後等デイサービス

児童発達支援

利用したい 利用したくない わからない 無回答

（n=181）
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Uni-Voice 

就労の状況 

就労の有無を平成 25（2013）年度、平成 28（2016）年度の調査と比較す

ると、知的障害者は働いている人の割合が減少したものの、身体障害者と精

神障害者は経年で就労者の割合が増加しており、令和元（2019）年度の調査

では４割以上が働いていると回答しています。 

また、働いている障害者を対象とした調査では、身体障害者を筆頭に、仕

事で困っていることは「特にない」が最も多いものの、知的障害者、精神障

害者の５人に１人はコミュニケーションに関する悩みを抱えています。特に、

精神障害者は困りごとについて「特にない」と感じる人の割合が他の障害種

別と比較して低く、コミュニケーションの他にも、障害のない同僚との差、

相談先などに関する困りごとや悩みごとを抱えています。 

 

就労の有無 

 
出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

 

42.2

43.8

45.7

43.8

47.7

41.6

32.6

37.9

41.0

56.2

55.9

51.9

53.1

52.3

56.7

65.8

61.3

57.3

1.6

0.4

2.4

3.1

1.6

1.5

0.9

1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体H25 (n=1,394)

身体H28 (n=1,392)

身体R1 (n=1,394)

知的H25 (n=160)

知的H28 (n=174)

知的R1 (n=245)

精神H25 (n=325)

精神H28 (n=346)

精神R1 (n=459)

仕事をしている（就労継続などの福祉的就労を含む） 仕事をしていない 無回答
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Uni-Voice 

仕事での困りごと（働いている人） 

 
出典：令和元年度 港区保健福祉基礎調査 

 
 

55.3

4.7

10.0

8.5

11.0

8.0

7.2

2.8

4.2

9.6

4.4

44.1

20.6

11.8

4.9

6.9

3.9

5.9

5.9

1.0

5.9

12.7

28.7

21.8

20.2

19.7

12.8

14.9

10.1

10.6

3.7

20.7

5.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

特にない

職場でのコミュニケーションがうまく取れない

障害がない人と比べて仕事の内容や昇進等に差

がある

職場や仕事について相談するところがない

職場までの通勤が大変

障害について理解や協力をしてもらえない

休みが少ない

仕事が難しい

職場の建物や机等の設備が障害者に配慮されて

いない

その他

無回答

身体 (n=637) 知的 (n=102) 精神 (n=188)

（％）

ｎは有効回答数
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Uni-Voice 

 
 
※障害者基本法第 11条第３項に定める港区障害者計画は、港区地域保健福祉計画と

一体的に策定します。本計画は、港区障害者計画と整合を図りながら推進します。 

 

１ 障害者施策のめざす姿 
 

障害の有無や特性にかかわらず、等しく基本的人権を享有する 

かけがえのない個人として尊重される地域共生社会 

障害の有無や特性にかかわらず、誰もが心豊かに暮らすことのできる社会

の実現に向け、地域全体に心のバリアフリーの理解を深く浸透させます。ま

た、障害者本人による意思決定を支援するとともに、互いを尊重し、障害特

性に応じた多様な手段により意思疎通が実現できる環境を整備します。 

障害のある方の自立と社会参加に向けて、ライフステージに応じた切れ目

のない包括的な相談支援体制を構築します。特に、配慮の必要な子どもに対

しては早期の相談体制を充実します。また、障害者の特性に応じた多様な働

き方を支援するとともに、就労定着に向けた支援を強化します。 

 

２ めざす姿の実現に向けた施策の全体像 

めざす姿の実現に向けて、障害者施策では「障害者が安心して暮らせる環

境の整備」「障害者の生活を支えるサービスの充実」「特別な配慮の必要な

子どもへの支援」「障害特性に応じて就労できる仕組みづくり」の４つの施

策に取り組みます。 

なお、本計画は基本計画と同様に国際的なコンセンサスであるＳＤＧｓ

（※）の理念と整合を図ります。ＳＤＧｓの目標と本計画に示す項目との関

係は、以下に示します。 

 ※ＳＤＧｓ：平成 27（2015）年の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための

2030 アジェンダ」に記載された、令和 12（2030）年までに持続可能でより良い世界を

めざす国際目標 

  

第３章 めざす将来像と重点施策 
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Uni-Voice 

本計画に関連するＳＤＧｓの目標 

 あらゆる年齢のすべ
ての人々の健康的な
生活を確保し、福祉
を推進する 

 

すべての人々のため
の持続的、包摂的か
つ持続可能な経済成
長、生産的な完全雇
用およびディーセン
ト･ワークを推進す
る 

 持続可能な開発に向
けて実施手段を強化
し、グローバル・パ
ートナーシップを活
性化する 

 

国内および国家間の
不平等を是正する 

 持続可能な開発に向けて平和で包摂的な社会を推
進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供す
るとともに、あらゆるレベルにおいて効果的で責
任ある包摂的な制度を構築する 

 

１ 障害者が安心して暮らせる 

環境の整備 重点施策 

（１） 心のバリアフリーの普及 p.99 

（２） 権利擁護の取組の推進 p.100 

（３） 障害者の多様な意思疎通支援 p.101 

（４） 障害者が暮らしやすい生活環境の充実 p.102 

（５） あらゆる危機から障害者を守る支援の充実 p.102 

 

 

２ 障害者の生活を支えるサービスの充実 

（１） 日常生活を支えるサポート体制の充実 p.107 

（２） 地域生活への移行の促進 p.108 

（３） 
医療的ケア児・者をはじめとした障害特性に応じた支援の

充実 
p.109 

（４） サービスの質の確保向上 p.109 

 
 

３ 特別な配慮の必要な子どもへの支援 重点施策 

（１） 早期からの相談支援の充実 p.114 

（２） 特別な配慮の必要な子どもに対する生活の支援 p.114 

 
 
 
 
 
 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 

ＳＤＧｓのゴールとの関係 
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Uni-Voice 

 
 

４ 障害特性に応じて就労できる仕組みづくり 

（１） 一般就労への移行と就労定着支援の強化 p.119 

（２） 支援機関の連携による就労支援の充実 p.120 
 

※施策の全体像は障害者計画の再掲、ページ番号は港区地域保健福祉計画の該当ページ 

 

３ 重点施策 

以下を重点施策として位置付け、取組をすすめます。 

 

多様な意思疎通支援 

障害者本人の自己決定を尊重する観点から、障害特性に応じた多様な意思

疎通支援の充実に向け、手話通訳者等の育成やＩＣＴを活用した取組を推進

します。障害者本人が適切に意思決定を表明することができるよう、港区手

話言語の理解促進及び障害者の多様な意思疎通手段の利用の促進に関する条

例の制定等に対応することで、障害者の自立と社会参加を促進します。 

 

医療的ケア児・者に対する切れ目ない支援 

増加傾向にある医療的ケアを必要とする障害児・障害者に対し、ライフス

テージごとに保健・医療・福祉・教育など関係機関との連携を図るとともに、

切れ目のない相談支援体制を充実します。 

 

  

ＳＤＧｓのゴールとの関係 
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Uni-Voice 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 障害福祉サービス事業量の見込み 
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Uni-Voice 

（１） 障害福祉サービス等の見込量 
 

障害福祉サービス等 

事業 指標 
現状 見込 

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

福祉施設から一般就労への移行等 

就労移行支援事業及び就

労継続支援事業の利用者

の一般就労への移行 

一般就労者数 30 30 30 30 

訪問系サービス 

居宅介護、重度訪問介

護、同行援護、行動援

護、重度障害者等包括支

援 

時間 19,022 19,231 19,442 19,655 

利用者数 643 650 657 664 

日中活動系サービス 

生活介護 
延人日 5,311 5,369 5,428 5,487 

利用者数 268 270 272 274 

自立訓練（機能訓練） 
延人日 125 126 127 128 

利用者数 13 13 13 13 

自立訓練（生活訓練） 
延人日 181 182 184 186 

利用者数 11 11 11 11 

就労移行支援 
延人日 733 741 749 757 

利用者数 47 47 48 48 

就労継続支援Ａ型 
延人日 425 429 433 437 

利用者数 22 22 22 22 

就労継続支援Ｂ型 
延人日 2,338 2,363 2,388 2,414 

利用者数 160 161 162 163 

就労定着支援 人 11 14 17 20 

療養介護 人 21 21 21 21 

短期入所（合計） 
延人日 513 518 523 528 

利用者数 53 54 54 55 

短期入所（福祉型） 
延人日 445 450 455 460 

利用者数 46 47 47 48 

短期入所（医療型） 
延人日 68 68 68 68 

利用者数 7 7 7 7 
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Uni-Voice 

 

事業 指標 
現状 見込 

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

居住系サービス 

自立生活援助 利用者数 0 1 1 1 

共同生活援助 
延人日 3,621 3,660 3,700 3,740 

利用者数 129 130 131 132 

施設入所支援 
延人日 4,223 4,269 4,315 4,362 

利用者数 142 143 144 145 

相談支援 

計画相談支援 利用者数 178 179 180 181 

地域移行支援 利用者数 0 1 1 2 

地域定着支援 利用者数 1 1 1 1 

障害児サービス 

障害児相談支援 
延人日 81 82 83 84 

利用者数 81 82 83 84 

児童発達支援 
延人日 1,787 1,806 1,825 1,845 

利用者数 171 172 173 174 

医療型児童発達支援 
延人日 0 0 0 0 

利用者数 0 0 0 0 

放課後等デイサービス 
延人日 1,476 1,492 1,508 1,524 

利用者数 418 422 426 430 

保育所等訪問支援 
延人日 5 5 5 5 

利用者数 1 5 5 5 

居宅訪問型児童発達支援 
延人日 26 26 26 26 

利用者数 2 2 3 3 

発達障害者等に対する支援 

発達障害者支援地域協議会の

開催 
回数 1 1 1 1 

発達障害者支援センターによ

る相談支援 
利用者数 2,500 2,500 2,500 2,500 
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Uni-Voice 

 

事業 指標 
現状 見込 

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

精神障害者の地域移行支援 ※ 0 1 1 1 

精神障害者の地域定着支援 ※ 1 1 1 1 

精神障害者の共同生活援助 ※ 34 34 34 35 

精神障害者の自立生活援助 ※ 0 1 1 1 

相談支援体制の充実・強化のための取組 

総合的・専門的な相談支援 有・無 有 有 有 有 

障害福祉サービスの質を向上させるための取組 

障害者自立支援審査支払等シ

ステムによる審査結果の共有 
有無 無 無 無 無 

指導監査結果の関係市町村と

の共有 
有無 無 無 無 無 
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地域生活支援事業 

事業 指標 
現状 見込 

令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

理解促進研修・啓発事業 有無 有 有 有 有 

自発的活動支援事業 有無 有 有 有 有 

相

談

支

援

事

業 

相談支援機能強化事業 有無 有 有 有 有 

成年後見制度法人後見支

援事業 
有無 有 有 有 有 

意

思

疎

通

支

援

事

業 

手話通訳者派遣事業 
利用者数 50 50 50 50 

利用回数 200 200 200 200 

要約筆記者派遣事業 
利用者数 50 50 50 50 

利用回数 200 200 200 200 

手話通訳者設置事業 
設置見込

み者数 
通年 通年 通年 通年 

日

常

生

活

用

具

給

付

等

事

業 

介護・訓練支援用具 給付件数 18 8 12 12 

自立生活支援用具 給付件数 59 38 45 45 

在宅療養等支援用具 給付件数 40 32 35 35 

情報・意思疎通支援用具 給付件数 76 69 70 70 

排泄管理支援用具 給付件数 3022 3301 3300 3300 

居宅生活動作補助用具

（住宅改修費） 
給付件数 10 6 6 6 

手話奉仕員養成研修事業 有無 有 有 有 有 

移動支援事業 

延利用時

間数 
4,782 4,834 4,887 4,940 

実 人 数 /

月 
257 259 261 263 

点

字 

・

声

の

広

報

発

行 

点字広報 利用者数 14 45 45 45 

声の広報 利用者数 19 25 25 25 

免許取得費助成 助成件数 2 2 2 2 

自動車改造費助成 助成件数 1 1 1 1 
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（２） 障害福祉サービス利用料負担軽減の方策 

 

 

国 

医療型個別減免 

医療型施設の入所者、療養介護の利用者は、福祉サービスの定

率負担額、医療費、食事療養費を合算した上で、自己負担の上

限額が設定されます。 

高額障害福祉サ

ービス費 

同一世帯に障害福祉サービスの利用者が複数いる場合や、同一

世帯で障害福祉サービス等の負担額が基準を超過する場合は、

償還払いによって高額障害福祉サービス費を支給します。 

食費等実費負担

の軽減 

生活保護受給者、低所得者は入所施設の食費や光熱水費などの

負担を軽減します。 

障害児通所支援

に係る利用者負

担の多子軽減 

同一世帯に保育サービス等の利用児が複数おり、２人目以降の

児童が障害児通所支援を利用する場合、障害児通所給付費の負

担を軽減します。 

港

区 

食費軽減 

「新橋はつらつ太陽」、「工房アミ」、「西麻布作業所」、「みなと

ワークアクティ」の利用者は、所得区分にかかわらず食費の負

担を１食当たり 360円とします。 

居宅介護の負担

上限月額軽減 

区民税所得割額 16 万円（障害児は 28 万円）以上の世帯が居宅

介護、移動支援を利用する際の負担上限月額を半額とします。 

統合上限額の設

定 

同一世帯で、同一月に介護給付等を受給し、他の負担軽減策を

適用の上、利用者負担額の合計が統合上限額を超過する場合、

償還払いによって差額を助成します。 

補装具支給の拡

大 

所得制限を設けずに支給事業を実施します。また、生活保護受

給者、低所得者は自己負担がありません。 

移動支援の利用

者負担額の軽減 

利用料の１割を負担することで利用することができます。ま

た、生活保護受給者、低所得者は自己負担がありません。 

日常生活用具の

利用者負担額の

軽減 

基準額の１割を負担することで利用することができます。ま

た、生活保護受給者、低所得者は自己負担がありません。 
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（３） 見込量確保のための方策 

障害福祉サービス等 

福祉施設から一般就労への移行等 

 就労支援センターや民間企業と連携し、就労に向けた訓練及び実習機会を提供する

とともに、就労後の職場定着に必要な支援を行います。 

訪問系サービス 

 障害者の地域生活への移行に伴い、訪問系サービスの利用拡大が想定されるため、

相談支援事業者と障害福祉サービス提供事業者との連携を強化し、利用時間や対象

者数の拡大等、サービス基盤の拡充を図ります。 

 たんの吸引・経管栄養等、医療的ケアの実施や緊急時の対応等も含めた介護に関す

る知識や技術の習得のための研修の充実を図り、専門知識や実務経験を有する人材

を養成します。 

 東京都と連携しながら、事業者への実地指導体制を整備し、サービスの充実を図り

ます。 

日中活動系サービス 

 特別支援学校卒業生等の受入れ先を確保するため、民間施設等の設置支援や区内既

存施設の活用を進め、日中活動の場となる施設・拠点を整備します。 

 就労支援事業所を運営する法人との連携強化、障害者就労施設等からの物品等の調

達の推進等により、就労移行支援及び就労継続支援の推進を図ります。 

 介護者休養事業について、常時介護の状況にある障害児・者も対象とするなど、短

期入所サービスの充実を図ります。 

居住系サービス 

 福祉施設入所者の地域生活への移行を進めるため、区民ニーズの高いグループホー

ムについて、整備費補助による設置支援を行うほか、区の施設整備等に併せた整備

支援などによる民間設置の誘致や運営事業者に対する支援を行います。 

 区立及び民間設置のグループホームの拠点数が拡大していることから、その長期・

安定的な運営のため、事業所の後継者の確保策や共通する事務の集約化などの支援

策を検討します。 

相談支援 

 総合的な相談支援窓ロの充実を図るなど、地域生活支援拠点の整備に向けた検討を

進めるとともに、港区障害者地域自立支援協議会において実態や課題等の情報の集

約・共有を行います。 

 基幹相談機能を充実させ、ケアマネジメント研修を実施し、相談専門員の育成を図

ります。 

 障害者差別解消支援地域協議会により障害者差別への対応の協議の場を設けます。 

障害児サービス 

 児童相談所設置市として、児童発達支援事業所や放課後等デイサービス事業所を支

援します。 

 区立児童発達支援センターを中核に関係機関と連携し、障害児の活動の場や、障害

児へのサービスを充実します。 

 重度障害児の日中一時支援事業の充実を図り、重度の障害児の放課後や、学校休業

中の余暇活動等の取組の支援を行います。 

障害福祉サービスの質を向上させるための取組 

 障害福祉サービス事業者の従業者に対し、障害者の理解促進、介護技術向上、虐待

防止、差別解消、感染症などのテーマにした研修を実施します。 

 障害福祉サービス事業所に対し、第三者評価機関による評価の受審勧奨を行いま
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す。 

 

地域生活支援事業 

 相談支援事業については、障害者総合相談支援センターと地域の相談拠点の連携を

図り、地域生活支援拠点の整備に向けた検討を行い、総合的なサービス提供体制の

整備を進めます。 

 成年後見制度利用支援事業については、「成年後見利用支援センター」の利用を促進

し、成年後見制度の浸透を図り、障害者の権利擁護に努めます。 

 意思疎通支援事業については、障害者本人が適切に意思決定・意思表明を行うこと

ができるような相談の実施、意思疎通のための多様な手段の選択機会の提供を進め

ます。 

 日常生活用具給付等事業については、障害者が生活の質の向上を図ることができる

よう、障害特性やニーズに応じた用具の給付を行います。 

 手話奉仕員養成研修事業については、受講者が手話ボランティアなど社会活動へ積

極的に参画できるよう、研修のあり方について整理します。 

 移動支援事業については、現在のサービスレベルを維持しながら、障害者の外出や

余暇活動などの社会参加を促す事業運営を図ります。 

 地域活動支援センターについては、現在の拠点を活かしつつ、障害者の相談支援機

能の強化を図ります。 

 点字・声の広報発行については、引き続き広報みなとの点字版、デイジー（ＤＡIＳ

Ｙ）ＣＤ版等を発行し、視覚障害者の生活支援を行います。 

 免許取得費助成及び自動車改造費助成については、障害者の社会参加を促進するた

めの助成事業を適切に運営していきます。 
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（１） 障害福祉サービス施設マップ 
 

  

作成予定 

※掲載マップは現行計画のもの 
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障害福祉サービス施設リスト 

総合支所・分室：６か所 

 芝地区総合支所（港区役所内） 

 麻布地区総合支所 

 赤坂地区総合支所 

 高輪地区総合支所 

 芝浦港南地区総合支所 

 台場分室（芝浦港南地区総合支所） 

保健所 

 みなと保健所 

区立施設：６か所 

 障害者虐待防止センター（港区役所内） 

 障害福祉センター「ヒューマンぷらざ」 

 発達支援センター相談室（区立障害福祉センター「ヒューマンぷらざ」

内） 

 児童発達支援センター 

 児童相談所 

 精神障害者地域活動支援センター「あいはーと・みなと」 

就労継続支援Ａ型事業所：４か所 

 えがおワークス 

 みなと障がい者福祉事業団かがやき「カフェ・ドゥー」、 

 みなと障がい者福祉事業団かがやき「TROISトロア」 

 アトリエ・レダクラフト 

就労継続支援Ｂ型事業所：８か所 

 港区立障害保健福祉センター みなとワークアクティ（区立障害保健福

祉センター「ヒューマンぷらざ」内） 

 特定非営利活動法人工房ラピール（精神障害者地域活動支援センター

「あいはーと・みなと」内） 

 西麻布作業所 

 MUSE935 

 アイエスエフネットベネフィット青山 

 アプローズ南青山 

 みなと工房 

 風の子会 高浜生活実習所 

就労移行支援事業所・就労定着支援事業所：５か所 

 えがおワークス 

 LITALICOワークス新橋 

 ライフ＆ワーク 

 リヴァトレ品川 

 ディーキャリア芝浦オフィス 

就労移行支援事業所：１か所 

・ みなと障がい者福祉事業団はばたき（区立障害保健福祉センター「ヒュ
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ーマンぷらざ」内） 

生活介護事業所：６か所 

 新橋はつらつ太陽 

 新橋はつらつ太陽あおぞら 

 港区立障害保健福祉センター 工房アミ（区立障害保健福祉センター

「ヒューマンぷらざ」内） 

 港区立障害者支援ホーム南麻布 

 みなと工房 

 風の子会高浜生活実習所 

知的障害者グループホーム：10か所 

 六本木ヒルサイドホーム 

 家庭授産奨励会「カーサ赤坂」 

 しろがねホーム 

 レインボー白金 

 かげとも グループホーム 

 港区立障害者グループホーム芝浦 

 家庭授産奨励会「カーサ芝浦」 

 一番線ホーム 

 （仮称）高輪一丁目グループホーム（令和３（2021）年度開設予定） 

 （仮称）南青山二丁目公共施設（令和５（2023）年度開設予定） 

 （仮称）港南一丁目グループホーム（令和６（2024）年度開設予定） 

精神障害者グループホーム：４か所 

 アプローズ House 南麻布 

 935ファミリー・ワン三田ハウス 

 みなと芝浦ベイホーム 

 （仮称）南青山二丁目公共施設（令和５（2023）年度開設予定） 

施設入所支援：２か所 

 新橋はつらつ太陽 

 港区立障害者支援ホーム南麻布 

障害者住宅：１か所 

 シティハイツ竹芝（区立障害保健福祉センター「ヒューマンぷらざ」

内） 

港区福祉売店：１か所 

 はなみずき（港区役所内） 

港区福祉喫茶：１か所 

・ たんぽぽ（区立障害保健福祉センター「ヒューマンぷらざ」内） 

区委託障害者就労喫茶店：２か所 

・ 西麻布作業所「カフェ フェリーチェ」（みなと保健所内）所在地は⑦ 

・ 西麻布作業所「カフェ フルール」（芝浦港南地区総合支所内） 

その他：１か所 

 東京都障害者福祉会館 

 



 

 

45 
 

Uni-Voice 

（２） 障害児福祉サービス施設マップ 
 

  

作成予定 

※掲載マップは現行計画のもの 
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障害児福祉サービス施設リスト 

総合支所・分室：６か所 

 芝地区総合支所（港区役所内） 

 麻布地区総合支所 

 赤坂地区総合支所 

 高輪地区総合支所 

 芝浦港南地区総合支所 

 台場分室（芝浦港南地区総合支所） 

保健所 

 みなと保健所 

区立施設：６か所 

 障害福祉センター「ヒューマンぷらざ」 

 児童相談所  

 精神障害者地域活動支援センター「あいはーと・みなと」 

 児童発達支援センター 

 発達支援センター相談室（区立障害福祉センター「ヒューマンぷらざ」

内） 

 障害者虐待防止センター（区役所内） 

児童発達支援・放課後デイサービス：９か所 

 メルケアみなとセンター 

 区立児童発達支援センター 

 スポーツ塾 ハートフルデイ東麻布 

 こどもサポート教室「きらり」白金高輪 

 すてっぷわん 

 児童発達支援・放課後等デイサービス キッズプレイスたなかわだい 

 ハービー＆マックローリン・陽だまり介護センター 

 TODAY児童デイサービス白金 

 スポーツ塾 ハートフルデイ芝浦 

児童発達支援：１か所 

 メルケア プリスクーリング 

放課後デイサービス：５か所 

 スマートキッズプラス芝公園 

 港区放課後等デイサービス（区立障害福祉センター「ヒューマンぷら

ざ」内） 

 アフタースクール クローバーキッズ麻布十番 

 KOKOZO南青山 

 ハッピーテラス芝浦教室 

学校：３か所 

 学校法人愛育学園 愛育養護学校 

 東京都立青山特別支援学校 

 東京都立港特別支援学校 
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（３） 港区の過去 10年間の主な障害者施策 
和暦 西暦 内容 

平成 22年 2010年 高次脳機能障害理解促進事業 開始 

夏季学齢児日中一時支援事業 開始 

福祉売店「ろぜはーと」設置（高輪地区総合支所内） 

知的障害者グループホーム「カーサ芝浦」開設 

平成 23年 2011年 発達支援センター事業 開始 

平成 24年 2012年 港区地域保健福祉計画、港区障害者計画（平成 21～26 年度）

見直し 

第３期港区障害福祉計画（平成 24～26年度）策定 

精神障害者地域活動支援センター事業 開始 

障害児通所支援等 開始 

重度障害児日中一時支援事業 開始 

高齢者世帯等防災用品あっせん事業（障害者）開始 

障害者虐待防止・養護者支援事業 開始 

福祉喫茶「カフェフェリーチェ」設置（みなと保健所内） 

平成 25年 2013年 ヘルプカード普及事業 開始 

心のバリアフリー推進事業（動画）開始 

平成 26年 2014年 知的障害者グループホーム「障害者グループホーム芝浦」開

設 

精神障害者グループホーム「みなと芝浦ベイホーム」開設 

平成 27年 2015年 中等度難聴児発達支援事業 開始 

平成 28年 2016年 ＩＣＴを活用した遠隔手話通訳サービス 開始 

知的障害者グループホーム「１番線ホーム」開設 

精神障害者グループホーム「アプローズ House南麻布」開設 

精神障害者地域活動支援センター「あいはーと・みなと」設

置 

平成 29年 2017年 聴覚障害者等を対象とした代理電話サービス 開始 

知的障害者グループホーム「六本木ヒルサイドホーム」開設 

精神障害者グループホーム「935 ファミリー・ワン三田ハウ

ス」開設 

令和元年 2019年 身体障害者入所施設「障害者支援ホーム南麻布」開設 

令和２年 2020年 知的障害者グループホーム「かげとも」開設 
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